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要 旨 

2011 年東北地方太平洋沖地震の発生から 10 年以

上が経過したものの，余効変動と呼ばれる地震後の

地殻変動は継続している．余効変動は緩やかに減速

していく変化のため，単純な関数を使用して高精度

に近似することができる．国土地理院の GNSS 連続

観測点である電子基準点網が継続的に蓄積した膨大

な量の観測データについて統計データ処理を行い，

余効変動を対数関数と指数関数を組み合わせて近

似・予測する時系列及びその空間分布のモデルを得

た．この時空間モデルは北海道から中部地方に至る

広い領域で約 10年間の残差を数 cm以下で近似する

ことができた．このモデルを利用して余効変動の時

系列を精査したところ，2015 年 2 月以降に広域かつ

一定速度で進行する新たな変動が見いだされ，この

一定速度の成分を新たに関数項として追加すること

で，時空間モデルの余効変動の推定精度を向上させ

た．このモデルの特徴は，各関数の緩和時定数を全

ての観測点と成分に同じ値を適用することで関数の

取扱いを簡単にすることである．この関数モデルの

係数の空間分布はランダムではなく空間的に滑らか

であり，関数モデルの短期成分と長期成分の空間分

布と，別途物理シミュレーションで計算された余効

すべりと粘弾性緩和の空間分布は互いによく似てい

る．したがって関数モデルの各項は，地震発生に関

与する物理メカニズムに関する情報を含んでいる．

このモデルは，地殻変動の予測のほか，小さな変化

の識別や正確な位置決めのためのモデリングなどの

実用的なアプリケーションに応用することができ，

利用範囲が広い． 

 

1. はじめに 

地震は地下の断層が急激に動く現象であり，地震

に伴って地表では時間的にステップ状の地殻変動が

観測される．地震の規模（マグニチュード）が大き

くなると，地震後に余効変動と呼ばれるゆっくりと

した地殻変動が長期間にわたって観測される．2011

年 3 月 11 日，東北地方を中心とする広域を襲った

 
現所属：1 退職（令和 4年 6 月 28日） 

マグニチュード 9 の地震（以下「2011 年東北地方太

平洋沖地震」という．）は水平方向に 5m，垂直方向

に 1m をそれぞれ超える地殻変動をもたらした．地

震後の余効変動も大きく，場所によっては 1m を超

えている（Ozawa et al., 2011; 2012）． 

2011 年東北地方太平洋沖地震のような海洋の地

下で発生する大地震の余効変動は，主に海洋プレー

トと大陸プレートの境界面での余効すべり（地震時

のすべりに励起された地震後のゆっくりとしたすべ

り）と上部マントルの粘弾性緩和（地震時の応力に

励起された流動によるもので地下の物質が粘性や弾

性を持っていることに起因する）のために発生する

ことはよく知られている．なお，多孔質物質による

弾性反発（地震時に変形した後に間隙流体が流動す

る）による余効変動がわずかに（数 cm 未満）発生

する可能性もあるとされる．これらの余効変動の時

空間分布を理解することで，地下で発生している物

理メカニズムの理解，地震発生過程の推定に役立つ．

このほか，地殻変動全体から大きな余効変動を取り

除くことによって，余効変動以外の原因によって引

き起こされた小さな地殻変動の検出に役立つ． 

Tobita（2016）は，大地震の余効変動の時系列を近

似するために，対数関数と指数関数を組み合わせた

関数モデルを構築し，広範囲にわたる余効変動の時

間変化を高精度に予測した．このことは，大地震後

に地下で進行している現象が比較的単純かつ広域で

同様な物理メカニズムによって引き起こされること

を示唆している．本手法は統計処理を用いた関数モ

デルの作成であるので，物理メカニズムに依存しな

いアプローチであり，物理シミュレーション結果と

比較することは有意義である． 

本研究では，2 種類の主要な解析を紹介する．第 1

は，2011 年東北地方太平洋沖地震後約 11 年間の電

子基準点で得られた地殻変動データに本手法を適用

し，その有効性を検証し，改良を加えることでモデ

ルの余効変動の予測精度を向上させる．第 2 に，各

時系列の観測点ごとの係数の空間分布（空間関数）

を，余効すべりや粘弾性緩和などの物理モデリング
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の結果と比較することで，関数モデルに含まれる物

理的意味を探る． 

本研究の関数モデルを使用することで，余効変動

を地震後のデータから高精度で除去し，より小さな

非余効変動成分を効率的に抽出することができる．

このほか，国際地球基準座標系（ITRF）によって表

される測地座標などの正確な測位のためのモデリン

グやセミ・ダイナミック補正等の地殻変動補正への

利活用もあり得る． 

なお，本報告は Fujiwara et al.（2022）に発表した内

容を基に，検証に利用した電子基準点データを F5解

に変更し，データ期間を延長して再構成したもので

あり，解析手法，参考文献の詳細についてはそちら

を参照されたい． 

 

2. データと解析方法 

2011 年東北地方太平洋沖地震の余効変動データ

として，国土地理院が運用する GNSS 連続観測点網

である GEONET の F5 解（村松ほか，2021）の毎日

の座標値を利用した．使用した観測点（電子基準点）

の選定に当たっては，余効変動が観測されている北

海道から中部地方において，Tobita（2016）に従い，

GNSS 信号のマルチパスや植生などの観測環境によ

る誤差の大きい観測点を除外した（図-1）． 

震源域の西南西約 1500km に位置する電子基準点

の福江（長崎県）を固定局として利用した．GNSS 時

系列には，主に大きな余震によって引き起こされる

ステップ状の変化（オフセット）が数多く含まれて

いる．そのため，Tobita（2016）が検討した 9 つの地

震に加えて，以下の地震の地震時の変位を修正した：

2016 年 11 月 22 日福島県沖（M7.4），2016 年 12 月

28 日茨城県北部（M6.3），2018 年 9 月 6 日北海道胆

振東部（M6.7），2019 年 6 月 18 日山形県（M6.7），

2021 年 2 月 13 日福島県沖（M7.3），2021 年 3 月 20

日宮城県沖（M6.9），2021年 5月1日宮城県沖（M6.8）．

地震オフセットの補正は，各地震の前後を結ぶこと

で行い，個別の余震による余効変動の補正は含まれ

ていない． 

余効変動は主に余効すべりと粘弾性緩和によっ

て生じており，対数（log）関数や指数（exp）関数が

それらを近似し得ることはよく知られている．

Tobita（2016）は，対数関数と指数関数の 7 つの組合

せ（log，exp，log + log，log + exp，exp + exp，log + 

log + exp，log + exp + exp）について調べ，最もよい

予測性能を示したのが次の式(1)で表される異なる

緩和時定数をもつ 2 つの対数関数と 1 つの指数関数

（log + log + exp）で構成される混合モデルであった： 

 

D(t) = a ln(1+ t/b) + c + d ln(1+ t/e)  

– f exp(– t/g) + Vt  (1) 

 

ここで，D(t)は，観測点での余効変動時系列の各成分，

t は地震後の日数（2011 年 3 月 11 日が 0 日目），b，

e 及び g は，全ての観測点・成分に共通の対数関数

又は指数関数の緩和時定数，V は 2011 年以前の各観

測点における変位の定常速度であり，1997 年 4 月 1

日から 2000 年 3 月 31 日までの平均変位速度を各観

測所の定常速度 V として採用した．この式(1)は，場

所によって異なる短期及び中期の余効変動変化を近

似・予測するために利用できる． 

緩和時定数は，4 つの電子基準点（皆瀬，宮古，矢

本，銚子）（図-1）のデータに基づいて推定しており，

この観測点の選択は以下の 2 つの理由による．第 1

に，電子基準点の中で，これら 4 つの観測点は低ノ

イズ性と年周変化の観点から比較的高品質の GNSS

データを持っている．第 2 に，2011 年東北地方太平

洋沖地震の地震時では 4 つの観測点全てが沈降した

ものの，地震後の上下（UD）変位の傾向がそれぞれ

異なっていた．皆瀬は地震後急激な沈降を示し，そ

の後の沈降が継続した．また，宮古は地震後急速に

沈降したが，ゆっくりとした隆起に戻った．矢本は

地震後急速に隆起し，その後の隆起は継続した．銚

子は地震直後に急激な隆起を示し，その後は上下方

向の動きはほとんどなくなった．このように，4 つ

の観測点全てが，上下変位において地域ごとに異な

図-1 本研究で使用した電子基準点 

赤：緩和時定数決定に使用．青：時系列検証に

使用．黒：空間分布検証に使用．灰色の矢印：

2011 年東北地方太平洋沖地震後の海底での平

均変位速度（2012 年～2016 年，Honsho et al., 

2019）．点線：太平洋プレート上面の等深線（図

-11 及び 12 も同様．Kita et al., 2010; Nakajima 

and Hasegawa, 2006; Nakajima et al., 2009）． 
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るそれぞれの代表的な地殻変動を示した．このこと

によって，緩和時定数（b，e 及び g）を求める過程

において，それらは非線形最小二乗計算に強い制約

条件となった．なお，非線形最小二乗計算では複数

の初期値を与えて繰り返し計算を行っており，残差

と赤池情報量規準（AIC）を検証することで緩和時定

数の最終解を求めた． 

余効変動には，数日から数千日の広範囲の緩和時

定数を持つ変動が含まれる．これらの変動は式(1)に

表される，緩和時定数が異なる各関数項の合計とし

て表される．緩和時定数 b，e 及び g を決定するため

に使用される非線形最小二乗法は，計算に時間がか

かり，局所的な解に陥ってしまう可能性がある．し

たがって，時間関数の共通性により，4 つの観測点

で緩和時定数を注意深く厳密に決定した後，繰り返

し計算をしなくても短時間で解を決定できる線形最

小二乗法を使用して各観測点と成分に固有の係数 a，

c，d 及び f を決定することが合理的である．これは

次の式(2)のように表すことができる． 

F(t, x, y) = ∑time_f(t)·space_f(x, y) (2) 

time_f(t) が式(1)の各項となる時間関数（ln(1+ t/b)，

ln(1+ t/e)，– exp(– t/g)及び t)，space_f(x, y) が座標(x, 

y)における空間関数（a，c，d，f 及び V）であり，時

間関数と空間関数を掛け合わせた項の総和が全体の

余効変動である．係数 a，d，f は，それぞれの項目

が代表する緩和時定数を持つ物理メカニズムの寄与

の大きさを振幅として示している．この式は，主成

分分析（PCA）および独立成分分析（ICA）で使用さ

れる式と似ている．Munekane（2012）は， PCA を

使用して時間関数を統計的に解いた．これらの PCA

や ICA の方法では，時間関数は直交関数又は独立関

数に分けられる．ただし，関数の形式は事前に指定

されず，本研究での方法は，関数の形式を log + 

log+expとして事前に与えている．その結果として，

本方法では各観測点での観測値とモデル値の間の残

差は，必ずしも最小値となるわけではないことに注

意が必要である．ただし，残差が許容範囲内にある

限りは，簡略化された関数を使用して，任意の観測

点での観測値を時空間でモデル化でき得るという利

点がある．さらに，外挿として将来予測への利用が

可能である． 

このように，本研究では，GEONET の 200 か所以

上の電子基準点（図-1）を使用して各観測点・成分

の余効変動の時空間分布を予測するモデルを検証し

改良を行った． 

 

3. 結果 

3.1 時間関数 

表-1 に，2.0，3.9，5.8 及び 8.9 年を各近似期間と

するモデルの緩和時定数 b，e 及び g の計算結果をま

とめた．ここで，例えば 2.0 年モデルとは，2011 年

東北地方太平洋沖地震の発生翌日（3 月 12 日）から

731 日間（2.0 年）を近似期間として 4 つの電子基準

点（皆瀬，宮古，矢本，銚子）で緩和時定数を決定

した後，図-1 の観測点について各成分の空間関数を

求め，732 日以降の余効変動を関数として予測する

モデルである．計算は観測データが蓄積するごと実

行したため，これらの近似期間は等間隔ではない．

また，2015 年 2 月前後でデータ近似結果に明らかな

違いが見られたため，2015年 2 月までを近似期間と

したモデル（3.9 年モデル）を追加した． 

表-1 によれば，緩和時定数 b と e は，近似期間が

長くなるにつれて増加する傾向がある．これに対し

て，2.0 年と 3.9 年モデルの g の値はわずかな変化で

あるものの，次の 5.8 年モデルの g の値は著しく増

加している．5.8 年および 8.9 年モデルにおける g の

値である 45 万日とは 1200 年以上であり，数年の近

似期間から緩和時定数が適切に計算できたとは考え

にくく，関数モデルが適合せずに計算過程で値が飽

和してしまったと考えられる． 

図-2 は，2011 年東北地方太平洋沖地震の震源地に

比較的近い電子基準点の川井と志津川及び震源地か

ら比較的離れた電子基準点の上ノ国と名立（図-1）

について，表-1 に示された近似期間ごとの緩和時定

数を使用して関数モデルによって予測された時系列

を示している．図-2 のこれらの関数近似は，4 つの

電子基準点（皆瀬，宮古，矢本，銚子）の時系列か

ら推定されたモデル・パラメータが広範囲の他の観

測点に適用できることを示している．なお，図-2は，

2026.5 年までの外挿された予測も示している． 

図-2 について，最初に 2.0 年と 3.9 年モデルの時

系列を較べてみる．全ての観測点で，南北（NS）成

分の 2.0 年モデルは 3.9 年モデルよりも小さい値を

示しており，2.0 年モデルの南北成分は，2013 年に

表-1 各近似期間のデータ近似によって求められた緩和時定数 

近似 

期間 

（年） 

近似期間の 

日数 

近似期間の 

終了年月 

緩和時定数（日） 

短期 

対数関数 b 

長期 

対数関数 e 
指数関数 g 

2.0 731 2013 年 3 月 1.38 82.0 3217 

3.9 1438 2015 年 2 月 1.59 148.6 3645 

5.8 2115 2016 年 12 月 1.98 128.7 450,000 

8.9 3256 2020 年 2 月 2.12 287.5 450,005 
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固定局である福江に生じた局所変動の影響を受ける

ことで，全ての観測所で同じ変動が見られていると

考えられる．固定局の影響のように，近似データの

期間が短くなることによって引き起こされる予測誤

差は回避しがたい．なお，緩和時定数の違いによる

影響については，議論の章で後述する．  

固定局の影響にもかかわらず，図-2 に示される，

2.0年モデルと 3.9年モデルの将来予測の時系列がお

互いに平行であり，それらの長期的な傾向が類似し

ていることを示している．これは，一番長い緩和時

定数を持つ指数関数項の緩和時定数が 10 年程度と

両方の時系列でほぼ同じであることから生じている．

また，プレート運動が原因と考えられる定常速度 V

は，地震から約 10 年後には比較的支配的になる．し

たがって，長期的な傾向は両方のモデルに適切に含

まれ，時間の経過とともに変化することは小さいと

考えられる．また，2.0 年モデルは値を求めた期間が

短期のため小規模なノイズにも左右されやすいもの

の，予測期間が 10 年程度でも，長期的な誤差は数

cm にすぎず，余効変動全体が 1m を超えることもあ

るため，利用目的の精度が 10cm 程度であれば 2.0 年

モデルであっても十分な精度が得られると考えてよ

い． 

2.0 年と 3.9 年のモデルと 5.8 年と 8.9 年のモデル

はそれぞれお互いに整列（平行）しており，同様の

変化時系列を示しているものの，これら 2 つのグル

ープの間に顕著な違いが見られ，3.9 年から 5.8 年の

間に関数モデルの予測に大きな影響を与える体系的

な変化が起こったことを示している．これは，表-1

にも現れているように，5.8 年モデルと 8.9 年モデル

図-2 関数モデルによる余効変動予測の時系列 

a 上ノ国，b 川井，c 名立，d 志津川の各電子基準点（場所は図-1）における東西（EW），南北（NS）及

び上下（UD）の各成分．黒い点：毎日の観測値．破線：各近似期間（2.0，3.9，5.8 ，および 8.9 年）によ

る関数モデルの予測値． 
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では g の適切な値を計算できていないという事実と

一致している．近似期間が一番長い 8.9 年モデルが

全期間を通じて一番時系列を残差が小さく表現でき

ているのは当然であるが，関数モデルとしてはこれ

が最適とはいえない． 

この 3.9 年から 5.8 年の間に傾向の変化がなぜ生

じたのかを解明するために，図-3 に 3.9 年モデル

（2015 年 2 月まで）の予測に基づく残差の時系列を

示した．予測値は観測値に対して 2015 年 2 月まで

はほぼ 1cm 以内で一致していたが，その後，2015 年

2 月 17 日の三陸沖の地震（M6.9）（以下「2015 年三

陸沖地震」という．），5 月 13 日の宮城沖の地震

（M6.8）（以下「2015 年宮城沖地震」という．）の

頃から一定方向に残差が蓄積することとなった．こ

のことは，今回の解析に用いた 200 点以上のほとん

ど全てで見られている．つまり，2015 年 2 月以降，

北海道から中部までの 1000km にわたる広域かつ全

成分に一定速度で進行する残差が発生している．こ

のことは，それまで続いていた余効変動とは異なる

別の事象がこの時期に発生し，それが継続している

ことで本来の関数モデルの成立条件が崩れ，前述の

g の値も異常になってしまったと考えられる．した

がって，式(1)の関数モデルを使うには近似期間とし

て，3.9 年より長い期間は採用すべきではない． 

この 2015 年 2 月から発生した変化について，変

化が一番顕著な東西（EW）成分を詳しく見てみると，

上ノ国や名立では 2015 年初めごろから直線的な変

化が始まっているが，川井や志津川では 2 月から 7

月ごろにかけてだらだらとした変化が発生している．

なお，南北成分の 2013 年 7 月頃に共通に見られる

5mm 程の変化は固定局の福江によるものである． 

図-3 からはいずれの観測点，いずれの成分におい

ても 2015 年中頃に直線的な成分が新たに現れてい

ることが分かる．この新たな成分を関数としてモデ

ル化するにあたり年周成分があることを考慮して，

2015 年 12 月から 2020 年 12 月の 5 年間について直

線を最小二乗法で当てはめた．もちろん，2015 年以

降の新たな成分が直線ではない性質をもった関数で

ある可能性はあるが，直線以上に複雑な関数を示唆

する変化は見いだせておらず，最小限のシンプルな

関数で表現できることから，本研究では 2015 年以降

について，下記の(3)と(4)式を Tobita（2016）の修正

関数モデルとして提案する： 

 

D(t) = a ln(1+ t/b) + c + d ln(1+ t/e)  

– f exp(– t/g) + Vt  (t < t0) (3) 

 

D(t) = a ln(1+ t/b) + (c +c') + d ln(1+ t/e)  

– f exp(– t/g) + (V + v)t  (t ≥ t1)  (4) 

 

 

ここで，c'と v は，直線で近似することによって求め

た各観測点・成分ごとの定数である．図-4 の読み取

図-3 観測値と 3.9 年モデルの残差の時系列 

電子基準点（上ノ国，川井，名立，志津川）における a 東西（EW），b 南北（NS），c 上下（UD）の各

成分の残差．灰色の点：式(3)に基づく 3.9 年モデルの残差．黒い点：式(4)に基づく 3.9 年モデルの残差．水

色の直線：2015 年 12 月から 2020 年 12 月までの灰色の点の近似． 
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り値から，t0 は非定常的な変化の始まりの時期であ

る 2015 年 2 月 17 日（t0=1439 日），t1はほぼ直線的

な変化として落ち着く 2015年 7月 1日（t1=1573日）

とした． 

図-4a，4b，及び 4c は，3 つの電子基準点（位置は

図-5）の東西成分の 2015 年から 2016 年の初めまで

の特徴的な変化を示している．図-1 のほとんどの観

測点で，2015 年から 2016 年までの大きな余震の地

殻変動（図-4 及び 5a）は 1cm 未満であり，その後に

小さな余効変動が続いた．いずれも小さい上にお互

いに重畳しており，2011 年の東北地方太平洋沖地震

の余効変動からこれらを分離することは困難である． 

2015 年から発生した地殻変動の残差の主な特徴

は以下のとおりである．第 1 に，2015 年 1 月以前は

ほぼ変化はなく平坦であり，式(1)の関数モデルが十

分機能していること，第 2 に，2 月の 2015 年三陸沖

地震，5 月の 2015 年宮城沖地震及び 2016 年 1 月 14

日の浦河沖地震（M6.7）（以下「2016 年浦河沖地震」

という．）の地震時の変動がそれぞれの地震の近傍

の観測点に現れていること，第 3 に，2015 年 2 月か

ら 7 月の間に一定のトレンドをもった，直線的な変

動（図-4 のピンク色の領域）が広域に含まれている

こと，第 4 に，2016 年 2 月以降は式(4)の vt で表さ

れる変動に落ち着いていることである．これらのう

ち，この期間内に特有の変動は第 2 の地震時の変動

と第 3 の 2 月から 7 月の期間に続いた変動である．

図-4a，4c のように，余震の震源のごく近傍では第 2

の地震時の変動が大きいが，大部分の場所では第 3

の 2 月~7 月のゆるやかな変動が目立つ．このうち，

第 3 の変動はこの時期に発生した 2 月と 5 月の地震

時の変動と余効変動を含んでいる．余効変動は大き

くとも数 mm と小さく，継続時間も不明瞭のため，

これらの地震の影響を分離できず，これらの地震に

伴う変動は一体として取り扱うことにする．したが

って，7 月にみられる変位速度の変化は余震の影響

の重畳による見かけ上のものの可能性はあるものの，

7 月以降の等速度成分（式(4)の v）の存在は確実であ

ろう． 

この 2 種類（第 2 と第 3）の変動によるトータル

の変位量を，式(4)の 2015年 7 月 1 日（t1）の値から

式(3)の 2015 年 2 月 16 日（t0–1）の値の差として求

めた．この量は図-4 で 2015 年 7 月に描かれている

矢印付き破線の量であり，本研究では“2015 年のギ

ャップ”と呼ぶことにする．2016 年浦河沖地震によ

る変動は 2016 年 1 月に発生しており厳密には 2015

年内に発生していないが，後述するように式(4)の v

項の発生との関連が深く，また，2016 年浦河沖地震

の影響を受ける北部の観測点では v の値が小さいた

めに余震による変動が発生した時期が異なることに

よるギャップ量の誤差は小さい．したがって，これ

らを一連の 2015 年のギャップに含めて議論するこ

とにする． 

以上のことから，式(4)のうち，2015 年からの新た

な成分は次式のように記述できる． 

 

c'+vt=gap2015+v(t–t1)  (t ≥ t1),  (5) 

 

ここで，gap2015は 2015 年のギャップ量であり，この

式は t1以降に適用する．なお，2015 年から 2016 年

にかけての変動は単純に関数モデル化できないため，

便宜的な処置として，関数上では 2015 年のギャップ

は 2015 年 2 月 16 日から 7 月 1 日の間に発生したも

のとし，2015 年 2 月~7 月（t0 ≤ t < t 1）の間は段差が

できないように式(3)と(4)を直線でつなぐこととす

る．このため，改良関数モデルを使用する際は，2015

年 2月～2016年 1月の期間に不連続が含まれること

に注意が必要である． 

上記第 3 の一様な変化の始まりの日時は，GNSS

の日々の観測値にばらつきがあるために厳密には確

定できないが，図-4 に示されるように 2015 年 2 月

17日の 2015年三陸沖地震とほぼ同時のようである．

このことは三陸沖において 2015 年 2 月に超低周波

地震（VLFE）やスロースリップ（SSE）が発生して

いた（Baba et al., 2020; Honsho et al., 2019）ことと整

図-4 2015 年前後の特徴的な残差の時系列 

a えりも１，b 岩泉 1，c 大船渡の各電子基準

点（場所は図-5）の東西（EW）成分の残差．黒

い点：観測値と 3.9 年モデルの残差．赤い線：

スプライン補間で平滑化された残差．水色の

線：2015 年 12 月から 2020 年 12 月までの直

線近似の延長線．星印：各観測所近傍で発生し

た余震の発生時期．両矢印の点線：gap2015 の

量． 
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合的であり，2015 年三陸沖地震は一連の現象のトリ

ガーとなった可能性がある． 

ここで式(4)の妥当性を検証するために，図-5a に

gap2015，図-5b に v の空間分布図をそれぞれ示す．図

-5 では，ベクトル分布は各点の値について平滑化等

を行わずに描いており，各成分とも隣接点との値の

差は 1cm 以下である．なお，電子基準点の F5 解の

ばらつき（標準偏差）は点にもよるが図-3 や 4 から

も分かるように数 mm 程度であり，図-5 は十分な精

度を持っている．図-5a では，近傍で発生した 3 つの

余震の影響が目立つ．図-5b では北海道から中部地

方にかけた広域に一様な変動が広がっているのが分

かる．各観測点の各成分に vt という直線を個別に当

てはめることは，各観測点特有のローカルな現象等

に過剰に合わせ込んでしまう可能性がある．しかし

ながら，図-5b からは，v が空間的にスムーズに分布

しており，広域で系統的に発生している物理現象を

捉えていると考えられ，式(4)の仮定が妥当であるこ

との傍証となる． 

図-6 に式(3)及び(4)に基づいた 4 つの電子基準点

（図-2 と同じ点）の変化グラフを示す．ここまでの

結果を踏まえて，全体の緩和時定数は 3.9 年モデル

の値を用い，2015 年 7 月以降に直線的な変動である

vt を追加するものである．グラフとして各項の初期

値はそれぞれゼロから始まるように描いており，指

数項（式(3)及び(4)の第 4 項）には定数を足して表示

している．各観測点での地殻変動の時間変化パター

ンは同じではなく，それぞれの地域での固有の変化

パターンを示しているものの，どの観測点のどの成

分においても式(4)による改良関数モデルと非常に

よい一致を示している．全観測点（約 220 点）での

総合的な標準偏差は 2020 年 12 月までで東西，南北

成分で 3mm 以下（水平成分で 4mm 以下），上下成

分でも 8mm 以下と，極めて良好な数値を示してい

る． 

図-6には最終的なトータルな関数モデル値に加え

て，短期対数項，長期対数項，指数項及び 2 つの定

常速度項の各成分も同時に示している．観測点や成

分によって異なるものの，水平成分は各項がほどよ

く混合しており，上下は長期をもつ指数項が卓越し

ていることが分かる． 

注目すべき点は，Tobita（2016）が予測したように，

矢本付近（本報告では図-6 の志津川）の上下変位は

地震前の標高にほぼ戻ったものの，引き続き隆起の

図-5 2015 年のギャップと 2015 年から継続している定常速度項の空間分布 

a gap2015の量の分布．赤：図-4 の電子基準点．星印：2015 年に余効変動時系列に影響を与えた余震の震央．

b 2015 年に新たに発生し，その後の継続している定常速度項（vt）の分布． 
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傾向が大きく，地震後 10 年が経過しても地震前のト

レンド（各式の Vt 項）に戻っていないことである．

図-6 には近い将来の外挿による予測も示しており，

さらに何年か経過しても地震前のトレンドに戻ると

は予測されていない． 

 

3.2 空間関数 

各緩和時定数を決定したので，次に式(2)での空間

関数となる各項の空間分布を見てみる．図-7 及び 8

に地震 3 年後（2014 年 3 月 11 日）時点での，短期

対数項，長期対数項，指数項及び定常速度項（Vt）

の分布を示す．この時点では v 項はゼロであり，2015

年以降の v 項は図-5b に描かれている．なお，図-7 と

同様に地震 5 年後を描くと，短期対数項，長期対数

項，指数項，定常速度項が，それぞれ地震 3 年後に

対して 1.08 倍，1.22 倍，1.52 倍，1.67 倍となり，よ

り長期の項の寄与が大きくなる． 

どの項においても空間分布はランダムではなく，

系統的な空間的広がりを示している．空間波長は緩

和時定数が短期のものほど短くなっており，短いも

ので数 10km であるが，大まかには 100km 程度の空

間波長であろう．空間関数は数式としての関数では

簡単には表現できないものの，各成分とも空間的に

短波長の変化はほとんどないために，データがない

点であっても，線形等の簡単な空間補間でグリッド

化した空間関数を得ることができる． 

こうした空間分布は，地下の物理現象とその分布

によって生じており，それぞれが緩和時定数の異な

った時間関数によって分離されていることから，地

図-6 余効変動の観測値，予測値及び予測値の各成分の時系列 

a 上ノ国，b 川井，c 名立，d 志津川の各電子基準点（場所は図-1）における東西（EW），南北（NS）及

び上下（UD）の各成分．灰色の点：3.9 年モデルの近似期間に使用された毎日の観測値．黒い点：予測期間

中の毎日の観測値．赤い線：式(3)及び(4)に基づいて予測された値．他の線：関数モデルの各項の予測値（本

文参照）． 
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図-7 地震後 3 年における予測値各項の空間分布 

a 短期対数項，b 長期対数項，c 指数項，d 定常速度項．各成分とも，地震発生直後をゼロとしたときの地

震後 3 年時（2014 年 3 月 11 日）の積算値． 
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図-8 地震後 3 年における予測値各項の水平成分の大きさの空間分布 

a 短期対数項，b 長期対数項，c 指数項，d 定常速度項．各成分とも，地震発生直後をゼロとしたときの地

震後 3 年時（2014 年 3 月 11 日）の積算値． 
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震の余効変動が時間と地下の場所にそれぞれ関連を

もった現象によって引き起こされていることを示唆

するものである．例えば，図-7a の短期対数項は他の

成分に比べると，空間分布が複雑であり，より浅く

て狭い範囲で発生している現象の影響を受けている

と考えられる． 

 

4. 議論 

4.1 同一の緩和時定数を使うことの有効性 

緩和時定数を全ての観測点，全ての成分で同一と

していることの是非を検証するため，ここでは，2.0

年と3.9年の異なる近似期間に対する緩和時定数（表

-1）が異なる値をもっていることを利用する． 

Tobita（2016）の手法では，緩和時定数（b，e，g）

を非線形最小二乗法であらかじめ求める期間と，そ

の結果求められた緩和時定数を用いて観測点ごとの

空間関数である係数（a，c，d，f）を線形最小二乗法

で求める期間は同一である．そこで，2.0 年と 3.9 年

の近似期間から求めた異なる緩和時定数（表-1）を

使って，それぞれ 3.9 年の期間で点ごとの係数（空

間関数）を求めた．そして，この異なる緩和時定数

による時系列の差について，図-1 に示された観測点

において地震後 15 年間の標準偏差を求めると，東

西，南北，上下成分がそれぞれ，0.19，0.13，0.30 cm

となった．つまり，点ごとの係数を求める期間が同

じであれば，異なる緩和時定数の影響は十分小さい

ことが分かった． 

緩和時定数が変わることによって空間関数も変わ

る．ここで緩和時定数を変えたもの（3.9 年から 2.0

年）について，各項ごとの空間関数の比を各観測点

で求め，そのヒストグラムを図-9 に示した．各空間

関数は，ランダムであったり地域ごとに変化したり

したのではなく，短期対数項，長期対数項，そして

指数項がそれぞれ 0.87，1.05，1.17 倍とほぼ一定の

割合で一義的に変化したことが分かった．つまり，

緩和時定数が変わることで，空間関数（a，d，f）の

間の配分が全観測点において一定の割合で変化した．

2.0年のほうが 3.9年のものに比べていずれの緩和時

定数についても短期で，全体の関数モデルとしての

値を同じに保とうとするため，長期の時間関数に対

応する空間関数ほど大きくなっている．表-1 に示し

たように，それぞれの緩和時定数（数日，数十日，

数千日）が大きく異なっていることから，各項の緩

和時定数が多少変わったとしても，これらの緩和時

定数に応じた空間関数側の配分が変わって，全体の

関数モデル値が変わらないようにする作用であると

考えられる．したがって，個別の観測点で異なる緩

和時定数の成分が含まれているとしても，全体を統

一の緩和時定数の関数で近似できることの理由とも

なっている． 

ここで分かったことは以下の 2 つである．（1）緩

和時定数が変化すると，短期対数項，長期対数項及

び指数項の配分は全観測点で一定の割合で変化し，

トータルの関数モデルとしての変化を吸収する．つ

まり，緩和時定数と各項の係数である空間関数が強

い相関（トレードオフ）を持っていることを表して

いる．（2）前項の結果，緩和時定数が最適解から少

しずれても空間関数を変えることで総合的な予測精

度を十分保つことができる．  

観測点ごとに緩和時定数が異なると考えられるに

も関わらず，同一の緩和時定数を使っても各空間関

数が変化することで関数全体としては点ごとの時系

列によく適合しうることが分かった．このことは，

緩和時定数が同一であるべきことを示すものではな

いことに注意が必要である．しかし，余効変動を簡

便な手法で近似する手段として同一の緩和時定数を

各観測点・成分に用いることが十分有効であること

を示すものである． 

Tobita（2016）は一つの対数関数が別々の緩和時定

数を持つ複数の対数関数や指数関数の和をよく近似

することを示しており，そもそも一つの関数項が複

数の別の関数の和であり得る．つまり，予測モデル

の対数による各項自体がすでに複数の物理現象の和

を表していると考えられる．このことから，余効変

動の時系列が各関数に分離できたからといっても，

それぞれの関数が特定かつ個別の物理現象を表して

いるとは限らないことには注意すべきである．緩和

現象を近似する対数関数は万能がゆえに要注意とい

えよう． 

 

4.2 関数モデルと物理モデルの比較 

大地震の余効変動は大別して余効すべりと粘弾性

緩和によって引き起こされる．本研究の時空間モデ

ルは，異なる緩和時定数の時間関数によって Vt 項も

含めると 4 つに分割されており，その空間分布（図

-7 及び 8）もスムーズに広がっているために，各関

数項がなんらかの物理メカニズムと関連することを

示唆しており，各関数項と物理モデルとの空間分布

図-9 緩和時定数を変化させたときの空間関数の変

化率 

緩和時定数を 3.9 年モデルから 2.0 年モデルに

変えたときの各観測点における空間関数の変

化比のヒストグラム．緑：短期対数項（a），

赤：長期対数項（d），青：指数項（f）． 
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の比較を行う． 

Suito（2017）は 2011 年東北地方太平洋沖地震の余

効変動について，有限要素法を用いた 3 次元の粘弾

性緩和モデルを構築している．図-10a 及び 10b に，

地震後 3 年にあたる 2014 年 3 月 11 日までの短期対

数項と Suito（2017）に基づく余効すべり成分をそれ

ぞれ示す．ここで，式(1)に表されるように，観測さ

れる地殻変動成分には余効すべり，粘弾性緩和及び

定常速度項が含まれていると仮定し，物理モデルに

よる余効すべり成分とは，観測値から定常速度項 Vt

と粘弾性緩和モデル成分を差し引いたものである． 

図-10a 及び 10b では，宮古周辺の東向き成分及び

沈降成分，銚子周辺の南東向き成分及び隆起成分が

定性的にも定量的にも関数モデルと物理モデルがよ

く一致している．このように，両者は多くの場所で

良い一致を示しているものの，矢本周辺では関数モ

デルが大きな東成分を持っているにもかかわらず，

物理モデルではほとんど水平成分がゼロである点が

大きな違いである． 

なお，東北地方の中央部分で北緯 37 度から 40 度

の間にかけて北北東―南南西方向に数百 km にわた

って列状の沈降成分が両者に一致して存在している．

これは，地震後の火山の沈降（Takada & Fukushima, 

2013）によるものと考えられ，物理モデルのほうは

観測値からの差分で表現されているために，元来の

観測値に含まれているものが現れているものであっ

て，モデル化されているものではない． 

時間関数の残りの長期対数項と指数項の二つにつ

いては，両者とも単独では Suito（2017）の物理モデ

ルとの関連はみられなかったが，この両者を足し合

図-10 関数モデルと物理モデルの空間分布の比較 

a 関数モデルの短期対数項．b 物理モデルに基づく余効すべり成分．c 関数モデルの長期対数項と指数項

の和．d 物理モデルの粘弾性緩和成分．各成分とも，地震発生直後をゼロとしたときの地震後 3 年時（2014

年 3 月 11 日）の積算値．e a と b の差（d と c の差に同じ）．物理モデルは Suito（2017）による． 
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わせたものと粘弾性緩和モデルを図-10c 及び 10d に

それぞれ示す．水平成分が全体的に東向きで，北側

では南向き，南側では北向きの成分を持つこと，そ

して上下成分では，太平洋岸で隆起，日本海沿岸で

沈降となることは両者で一致する．しかしながら，

図-10a 及び 10b とは逆に，矢本周辺では物理モデル

が大きな東向き成分を持っていることが大きく異な

る．図-10e に，図-10d と 10c の差を描いてあり，明

らかに矢本周辺の差が局所的に大きい． 

関数モデルと物理モデルの違いの原因は，粘弾性

緩和で実際に生じている現象が矢本周辺において他

の地域に比べてより短期の緩和時定数を持っていて，

主に余効すべり成分と考えられる関数モデルの短期

対数項に漏れ込むことで生じたと考えると自然であ

る．この点は前節で指摘した，一つの関数項が複数

の物理現象の和であることの一例といえる． 

この過程は以下のように説明できる．2011 年東北

地方太平洋沖地震の本震の地震時のすべり域は，矢

本の沖合に存在し，ちょうど矢本近くまですべり域

が伸びている（Ozawa et al., 2012，後述の図-12a 参

照）．したがって，本震後はこの周辺では余効すべり

は小さい．この地域では，プレート境界面は陸地に

近いために深くなり（図-1），陸上で観測される余効

変動は，より下側の海洋マントル内での粘弾性緩和

の影響が小さくなり，上側の陸側のマントルウエッ

ジ（沈み込むプレートと上側のプレートにはさまれ

たくさび型の領域）で生じる粘弾性緩和の影響が大

きくなる．Suito（2017）によれば，陸側観測点の真

下にあたるマントルウエッジの粘弾性は海洋マント

ルの 1/5 程度とされている．粘弾性が低ければ流動

性が高まることでより短期で粘弾性緩和が進み，矢

本周辺にこの影響が現れたと考えられる． 

図-10 の水平成分には上述の関数モデルと物理モ

デルに明確な違いが見られているものの，上下成分

には大きな違いは見いだせない．図-6 からは，上下

成分は長期の指数項の寄与が大きいことが分かる．

上下成分においてより長期項の寄与が大きくするよ

うに物理モデルを改良することでモデルの精度向上

へ貢献できるであろう．また，何百年もの長期にわ

たる上下変化を議論するにはこうした長期の粘弾性

緩和の影響の考慮が必須であることが分かる． 

ここで，粘弾性緩和モデルが関数モデルでは長期

対数項と指数項の和になった理由を考察してみる．

長期対数項に比べると指数項は緩和時定数が 20 倍

以上長い（表-1）．したがって，粘弾性緩和を引き起

こしている現象の緩和時定数は長いものから短いも

のまで非常に幅広いと考えられる．関数モデルと物

理モデルが合わない理由としては，両モデルが現象

をそれぞれ単純化していることに由来するものが当

然存在するものの，時系列への他成分の混入のよう

に，一つの物理現象が複数の時間関数に分かれたり，

逆に複数の物理現象が一つの時間関数に含まれたり

することによる．この違いをうまく活かして両方を

組み合わせることによってより，例えば緩和時定数

に応じた物理モデルを構築することで，地下の物性

の違いを取り入れてより高度なモデル化につながる

であろう． 

 

4.3 プレート境界面上のすべりモデルの推定 

次に，これまでに見てきた地表の各変位が地下の

どこでどれだけの現象として生じてきたのかを観測

データからインバージョンによるモデル・シミュレ

ーションを用いて調べてみる．なお，ここでの議論

には二つの制限事項が存在する．第 1 の制限事項は，

粘弾性緩和のモデル化が困難な点である．プレート

境界面上のすべりであれば，すべりの場所はプレー

ト境界面上に固定されるばかりか，すべりの向きを

プレート沈み込みの方向からある程度拘束してモデ

ル・シミュレーションすることが可能である．これ

に対して，粘弾性緩和については，場所がマントル

内と 3 次元的に広く存在するとともに，場所ごとの

動きの向きが複雑であり，モデルとして単純化する

ことが困難なことである．したがって，ここでは，

主にプレート境界面上のすべりとして考えられる現

象について取り扱うことにする．第 2 の制限事項は，

我々の使っているデータが陸側にしかなく，海側の

データ（海底地殻変動）を使わずにモデルを構築し

ようとしているために，陸から遠く離れた沖合の余

効すべりは陸上のデータだけからは推定できず，す

べり域が陸から離れるにしたがってモデルの確実性

が下がることである．したがって，太平洋側の沖合

（東側）になるほどプレート境界面上のすべりとし

て求められたものは厳密なものではなく，詳細な議

論には適していないことである． 

モデル・シミュレーションにはマルコフ連鎖モン

テカルロ法（MCMC法）を用いた．この手法では事

後確率分布に従う解（サンプル）を多数生成させる

ことで，知りたい結果の確率分布を効率的に得る手

法である．残差を最小にする解ではなく，与えられ

た誤差の範囲内で観測値を説明し得る解の集合を確

率的に得ることができる．すべり方向はプレート収

束の反対方向に拘束し，地下の媒質として半無限弾

性体を仮定している．図-11a は地震後 3 年時におけ

る短期対数項（図-7a）を生じさせる原動力としてプ

レート境界面上のすべりとしてモデル化したもので

ある．前述の議論のとおり，この成分にはマントル

ウエッジの粘弾性緩和で生じている変動も含まれて

いると考えられる．この 3 年間でのこの項のモーメ

ント・マグニチュードは Mw8.3 になる． 

図-11b は式(5)における 2015 年のギャップ gap2015

（図-5a），図-11c は 2015 年 7 月以降の定常速度 v（図

-5b）を生じさせる原動力としてそれぞれプレート境

界面上のすべりモデルとして求めたものである．図

中の Bから Eの記号は図-11cにみられる特徴的な変

動の場所を示したものである．図-11 の 3 つとも前

述の 2 つの制限事項に由来する誤差が含まれるが，
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いずれも同じ条件の下でデータを解析しているため，

これらの相互比較には意味がある．例えば，図-11a

では 11b と 11c に比べて B の場所ですべりがなかっ

たこと，11b では C の北東側にすべりの広がりが存

在したことは定性的ではあるが意味がある． 

なお，長期対数項や指数項についてもプレート境

界面上のすべりとして計算することは可能であるが，

前述のように余効すべりではなく粘弾性緩和成分が

主体であるのでここでは取り上げない． 

 

4.4 2015年のギャップ 

図-11b は，2015 年のギャップを説明するプレート

境界面上のすべりモデルである．2015 年のギャップ

は，地震直後からの余効変動とは別に，2015 年 2 月

~2016 年 1月頃に発生した特異なすべりであり，3つ

の M6 後半の地震による地震時及びそれらの余効変

動が含まれている．図-11b からは，これらの変動の

源となった領域は大きく 2 か所に分けられる．宮城

沖（C）については，2 月の 2015 年三陸沖地震及び

5 月の 2015 年宮城沖地震の発生と関連している．北

側の浦河沖（B）についても 2016 年 1 月の 2016 年

浦河沖地震の震源域に場所が一致する． 

すべりのモーメント・マグニチュードを求めてみ

ると，浦河沖では Mw7.0，三陸沖~宮城沖で Mw7.3

となり，各本震と余効変動だけではモーメント・マ

グニチュードを説明できず，また，その時間変化（図

-4）からも通常の地震の発生及び余効変動による地

殻変動だけではなく，ずるずるとした大きな動きが

発生していた． 

3 つの地震の発震機構は，プレート運動方向に圧

縮軸をもつ逆断層型であり，太平洋プレートと大陸

プレートの境界で発生している．2015 年三陸沖地震

が 2015 年のギャップのトリガーだったのか，地震自

体がなんらかの別の現象に誘発されたか，のいずれ

かについての直接の証拠は見いだされていない．し

かし，前述したように 2015年三陸沖地震によって周

辺の VLFE が誘発されていることと，同時期に三陸

沖で SSE が発生していることから，2015 年のギャッ

プもこの地震に深く関連していると考えることがで

きる．いずれにせよ，すべりの場所・すべりの向き

と変動の時期からは，3 つの地震と 2 月からはじま

った新たなすべりに関連があるために，2015 年のギ

ャップとして一体として取り扱う． 

 

4.5 2015年以降の新たな定常すべり 

観測値と式(1)に基づく関数モデルとの残差（図-3）

に含まれる直線的な成分は，2015 年に北海道から中

部地方に至るまでの広域で同時に発生し，ほぼ一定

速度で継続し，式(4)では vt として表現されている．

この成分の発生原因を探るため，プレート境界面上

のすべりモデルとして求めたのが図-11c で，大きい

場所で年間数 cm のすべりとして求められた．この

成分がプレート境界面上でのみ発生したのではなく，

上部マントル内の粘弾性緩和で発生したものが漏れ

込んできている可能性があるので，プレート境界面

上のすべりを厳密にモデル化したものではない．し

かしながら，図-3 に示されている 2015 年以降の時

間変化は定常的な速度で進んでおり，また，地震か

ら数年後かつ震源から遠い浦河沖でも変動が観測さ

れているため，全てが粘弾性緩和としては考えにく

い．したがって広範囲でプレート境界面上の一定の

すべりが継続している可能性が高いであろう． 

図-11 プレート境界面上のすべり成分モデル 

a 地震後 3 年間の短期対数項の空間分布を説明するプレート境界面上のすべりモデル．b gap2015 の空間分

布を説明するプレート境界面上のすべりモデル．c 2015 年以降に発生した定常速度項 vt の空間分布を説明

するプレート境界面上のすべりモデル（1 年あたり）．領域 B から E は c で特徴的な変位を示している場所

を表す． 
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この新たなすべりの発生場所は，プレート境界面

上において，宮城沖（C）~福島沖（D）と浦河沖（B）

の 2 か所に大別できる．宮城沖~福島沖では，2011 年

東北沖地震直後からの余効すべり域（図-11a）及び

gap2015 の原因となるすべり域（図-11b）の深い側に

広がって一定速度のすべりとして発生したと考えら

れる．これに対して，浦河沖では 2015 年までには目

立ったすべりは発生しておらず，2015 年以降に新た

に付け加わったものである．なお，2015 年から 2020

年までの B 領域と C 及び D 領域でのすべりをモー

メント・マグニチュードを積算するとそれぞれ

Mw7.4，7.8 となる． 

次に，2015 年以降の新たな定常速度項 vt（図-5a）

と 2011 年以前から存在する定常速度項 Vt（図-7d）

との関係を見てみる．これらの v と V はほぼ逆向き

であり，その大きさの比は，大きくても 0.4 程度で

ある．どちらもほぼ定常の速度を持っていることか

ら，V がプレート間の固着によって生じていたとす

れば，2015 年にその固着が緩んで V が減少した量が

v にあたると考えることもできる． 

現時点では，2015 年に v の発生のトリガーとなっ

た大きなイベント（大規模な地震等）も見いだせて

いない．2015 年三陸沖地震は時期としては一致する

ものの，地震の規模としてはそれほど大きいもので

はない．もし仮に大きなイベントがあれば，その副

次的な余効変動が時間につれて減少する形で発生す

るはずであり，v のように一定速度となるとは考え

にくい．2015 年に大きなイベントもなく，プレート

間の定常的なすべりが，別の安定する定常状態に「静

かに」転換したと考えるのが自然であろう． 

「新たな定常状態」といっても，現時点では約 7

年間の継続が観測されたのみであり，定常状態なの

ではなく，極めて長い時定数をもつ SSE であるとい

う仮定も成り立つ．しかしながら，日本海溝付近で

は短期の浅い SSE はたびたび観測されているが，長

期の SSE はほとんど観測されていない．そのすべり

域の広大さや時定数の長さからもSSEである可能性

は低いであろう． 

このように大きなイベントもなく静かに始まり継

続しているこの現象の原因は不明である．ここでは，

3 つの仮説を挙げておく．第 1 の仮説は，この現象

の定常さを考慮すると，2011 年よりずっと前の「本

来」の地殻変動の姿に戻ったというものである．つ

まり，2011 年東北地方太平洋沖地震以前の定常速度

V 自体が異常であって，地震の発生によってしばら

くしてから 2015 年に状態が回復して元に戻ったと

いう仮説である．第 2 の仮説は，2015 年以降に発生

した余震の影響である．前述したように地震時の大

きなステップ状変化は取り除いているが，必ずしも

全ての余震についてではないし，震源からある程度

離れた場所ではこの操作は行われていない．また，

余震自体の余効変動は考慮されていない．数多くの

余震が広域で発生していることから，これらの変位

の総和が見かけ上定常速度として現れている可能性

がある．第 3 の仮説は，短期対数項で表現されてい

る余効すべりよりはるかに長い時定数を持つ余効す

べりの発生である．図-11a と図-11c を比べると，図

-11c のほうがプレート境界面の深い側に広がってお

り，全体の余効変動が小さくなっている中で長期の

余効すべりが顕在化したという可能性である． 

これらの仮説の検証にはさらなる観測や解析が必

要であり，今後の余効変動の時間変化とその空間分

布の継続的な監視が重要である． 

 

4.6 プレート境界面上のすべり域の変遷 

図-11 を元に，2011 年以前から 2020 年に至るまで

のプレート境界面上のすべり域の場所の変遷を一連

で示したのが図-12 である．図-12a，12b，12d 及び

12e の各図には期間ごとに前後する現象を二つずつ

同時に描いてある． 

図-12a は 2011 年以前からの定常速度 V のプレー

ト境界面上のすべりモデル（図-11 と同様に計算．塗

りつぶし域は 10cm/年以上）と 2011 年東北地方太平

洋沖地震のプレート境界面上のすべりモデル

（Ozawa et al., 2012，等すべり量線は 10ｍ以上）を

示す．定常速度項 Vt はプレート境界面上のすべりで

はなく，プレート境界面の固着として陸側プレート

が押されていることによって発生しているので，こ

の図では定性的に固着の強かった場所のおおまかな

分布を表していると考えたほうがよい．2011 年以前

の固着の強かったプレート境界面の浅い側で 2011

年東北地方太平洋沖地震は発生している． 

図-12b は 2011 年東北地方太平洋沖地震のプレー

ト境界面上のすべりモデル（塗りつぶし域は 10m 以

上）と，主に余効すべりと考えられる地震後 3 年間

の短期対数項のプレート境界面上のすべりモデル

（図-11a．等すべり量線は 2m 以上）を描いてある．

2011 年東北地方太平洋沖地震の震源域の深い側に

隣接して余効すべりが発生している．しかしながら，

物理モデルとの比較から分かったように，このすべ

り分布には短期の粘弾性緩和が含まれていることに

注意が必要である． 

図-12dは余効すべりが継続している中で発生した

gap2015のプレート境界面上のすべりモデル（図-11b．

等すべり量線は 5cm 以上）を示している．余効すべ

り域と一部重なりながらも余効すべり域の北東側で

このすべりが発生している．また，余効すべりとは

離れた場所にある浦河沖（B）においても gap2015 が

発生している．一連の gap2015 を時系列で考えると，

2015 年三陸沖地震（図-12dの EQ2）の発生とほぼ同

時にこの付近で 2015 年 2 月頃に VLFE や SSE が発

生，全体に変位が進行し，5 月の EQ3（2015 年宮城

沖地震）の発生，7 月以降の新たな定常速度 v の発

生，そして翌年 1 月の EQ1（2016 年浦河沖地震）の

発生と続く．なお，浦河沖（B）の変動について，EQ1

は 2016 年になってから発生しているものの，近傍の

電子基準点えりも 1 の変位（図-4a）からは，2015 年
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図-12 プレート境界面上のすべり域の時間変化 

a 茶色塗りつぶし：2011 年以前からの定常速度項 Vt によるプレート境界面上のすべりモデル（10cm/年以

上）．青等値線：2011 年東北地方太平洋沖地震の地震時すべり分布（Ozawa et al．2012，10 m 以上）． 

b 水色塗りつぶし：地震時すべり（10m 以上）．ピンク色等値線：地震後 3 年間の短期対数項（2 m 以上）． 

c 2011 年から 2014 年までの震源分布図（2011 年東北地方太平洋沖地震が発生した時期を含む．15km 以

深，M>4.5） 

d ピンク色塗りつぶし：地震後 3 年間の短期対数項（2m 以上）．緑色等値線：gap2015 によるプレート境

界面上のすべりモデル（> 5 cm）．星印：EQ1，EQ2，EQ3 は，2016 年浦河沖地震（M6.7），2015 年三

陸沖地震（M6.9），2015 年宮城県沖地震（M6.8）の震央． 

e 緑色塗りつぶし：gap2015 によるプレート境界面上のすべりモデル（5cm 以上）．赤色等値線：2015 年以

降の線形変形によるプレート境界面上のすべりモデル（2cm/年以上）． 

f 2015 年から 2018 年までの震源分布図（15km 以深，M>4.5）．星印：d と同じ． 

領域 A は本震で最大変位が発生したと推定される位置を表し，B から E は，e での特徴的な変位の領域を

表す．F はいずれの図でも変位が小さい領域を表す． 
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2 月頃にゆっくりとした変動がわずかながらも開始

している．こうしてみても，EQ1，2 及び 3 は一連の

現象に関連していると考えられる．こうした新たな

すべり域については，本研究で得られた余効変動の

関数モデルからの残差を取ることによってはじめて

新しく発見された現象である． 

図-12e は，2015 年に発生し，その後継続している

定常速度 v のプレート境界面上のすべり（図-11c．

等すべり量線は 2cm/年以上）を示している．浦河沖

（B）は gap2015（図-11b，図-12e 塗り潰し）の分布よ

り南西側に少しずれている．なお，房総半島沖（E）

は 2018 年に発生した SSE の影響を受けたものでこ

の期間内に定常的に継続した変動ではない．ただし，

この SSE によるすべり域についても，関数モデルで

適切に余効変動を取り除くことで明瞭に現れたもの

である． 

B，C，D そして E は図-12a の定常速度 V および図

-12e の定常速度 v で場所がそれぞれほぼ一致してい

る．ただし，2011 年以前と 2015 年以降では，すべ

りの向きが逆であることに注意が必要である．つま

り，2011 年前に周囲よりは強く固着していた場所で

ひずみを解放する方向にすべっている．ただし，見

方を変えると，2011 年以前からの定常速度 V のう

ち，震源に近い B から E において，v の分だけ V の

速度が減少し，固着が緩む方向に変化したと考える

ことができる．E は SSE なので他とは物理メカニズ

ムが少し異なるかもしれないが，ひずみの解放の点

では SSE の発生は固着が緩むことと同等であろう．

なお，このことは，前述の 2011 年東北地方太平洋沖

地震以前の定常速度 V が異常であって，地震の発生

によってしばらくした 2015 年に状態が回復して元

に戻ったという仮説をすべり域の空間分布から補強

するものである．なお，十勝沖以東では一致しない

が，これは 2011 年東北地方太平洋沖地震の影響の外

であると考えれば矛盾しない． 

Cと D は，2011 年以前は固着が強かったが，地震

後に余効すべり（ひずみの解放）を示し，2015 年以

降に新たな定常的なすべりが付け加わって，2011 年

以前に比べると固着が弱い状態で継続している．ま

た，B，C 及び D に共通して地震（余震）の発生が

少ない（図-12c 及び 12f）．B については Cと D と似

ているものの，地震直後は余効すべりが周囲より小

さい点が異なる．B については，1968 年十勝沖地震

（M7.9）の震源域を含んでおり，ひずみの蓄積が十

分でなく 2011 年東北地方太平洋沖地震の余効すべ

りを起こすような条件ではなかったと考えられる． 

次に，余効変動を引き起こしているすべりが周囲

に比べて小さい場所に注目してみる．B の東（十勝

沖），Cと D の間（宮城沖）や F（青森東方沖）では

2011 年東北地方太平洋沖地震の余効すべりだけで

なく 2015 年からの定常すべりが周囲より小さい．B

の東では 2003 年十勝沖地震，C と D の間は，2011

年東北地方太平洋沖地震（図-12a）及びその直後の

余効すべり（図-12b），F では 1994 年三陸はるか沖

地震のそれぞれの震源域となっており，通常はプレ

ート間の固着が強く，繰り返し大地震を引き起こす

場所（アスペリティ）となっていることから，これ

らの場所では 2011 年東北地方太平洋沖地震の余効

変動を引き起こしにくいと考えられる． 

 

4.7 誤差推定と予測のパフォーマンス 

ここで関数モデルの誤差と将来予測性能について

議論する．Tobita（2016）は，関数モデルに予測限界

を生じさせる要素として，(1) 定常速度 V の推定誤

差，(2) 関数近似としての限界，(3) 余効変動の物理

機構（メカニズム）の変化，(4) 大地震間のプレート

境界面上すべり速度の変化，(5) 別の地震による変

動，(6) 観測誤差の 6 つを挙げている． 

観測値（図-6）を基に吟味してみると，(1)及び

(2)の影響はこの 10 年間では明確には検出されてい

ないため十分小さいと考えられる．(5)の他の地震

による変動はマグニチュード 7 クラスだと震源に近

い観測点では影響があるものの，ある程度離れれば

それほど影響はない．(6)は観測点の樹木による電

波の遮蔽などの環境による誤差は常に存在するもの

の，観測環境が良好な点を使うことでモデルへの影

響を最小にできる． 

本研究で新たに見いだされた関数モデルの精度を

悪化させる要素は，時系列の途中から発生する広域

の新たな現象（2015 年～）と固定局の福江に起因す

る現象の 2 つである．最大の誤差要因となったのが

前者の 2015 年以降の新たな定常速度 v であり，これ

は上記のカテゴリーであれば(3)もしくは(4)にあた

るものであろう．物理メカニズム自体の変化ではな

いのかもしれないが，広域で新たなすべり現象が始

まることは全く予測されず，数年で数 cm の残差を

生むことになった．また，参照に用いる固定局に関

する誤差はこうした地殻変動観測に常につきまとう

ものであり，根本的な解決が期待される． 

このように，将来予測性能の評価は，2015 年以降

に生じた新たなすべり項の存在の有無で大きく異な

る．v の値自体は小さいものの，定常速度であるの

で時間につれて一方向に蓄積してしまい，式(1)のモ

デルでは 10 年で 10cm の誤差となる場所も存在す

る．この定常速度の変位を考慮した式(4)であれば，

10 年でも数 cm 以下の誤差でモデル化が可能である．

それでは，さらに将来はどうなるであろうか．それ

は，式(4)の仮定が続くかどうかにかかっており，こ

のような新たな現象が発生してしまえば，とたんに

誤差が拡大することになる．実際に，図-3 の東西成

分では 2020 年以降にモデルからの乖離が見られ，今

後数年で残差が数 cm を超えることが予想される．

したがって，現実的な関数モデルの運用にあたって

は，計算する時点ごとの時系列からの残差を吟味し

て関数モデルの時点修正を随時行うべきである．な

お，10 年を超えるような長期的な予測については現

時点では検証されておらず保証できるものはない． 
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4.8 関数モデルの利活用例 

本研究の関数モデルは，広域を一度に取り扱うこ

とができること，時空間関数なので場所と時間を与

えるだけで計算できること，将来を予測できること

が長所である．例えば，東北地方の太平洋岸では地

面の隆起が続いており，港湾施設をどの潮位に合わ

せて改修すべきなのかの計画策定に支障を来してい

る状況である．将来の隆起の量と時期が精度よく予

測できれば，こうした将来の計画作成に貢献し得る．

しかし，長期の将来予測精度については十分検証さ

れていないので，ここでは比較的短期で微小な変動

の検出の実例を 2 つ示す． 

局所的な変動の抽出例として，2018 年 5 月末～7

月に発生した房総半島の SSE（Ozawa et al., 2019）に

ついて図-13 に示す．一般に，微小な地殻変動を時系

列から検出するためには，対象となる場所や時期に

合わせて近傍に参照となる固定局を設定したり，広

域の変動を除去するためにトレンドを観測点ごとに

推定したりといった，各点に共通となる変動のモデ

ル化をその都度ごとに行う必要がある．ここでは，

数十日間の短期ではあるが，単純に 2 時期の差分を

取った図-13a では 2011 年東北地方太平洋沖地震の

余効変動のみならず，北海道に見られるような定常

的な変動があちこちに含まれており，そのパターン

も一様でない．しかし，本研究で求めた時空間モデ

ルを差し引いて時間変化を求めた図-13bでは房総半

島の SSE のみがきれいに抽出されており，関数モデ

ルを利用した手法は，2 時期の単純差とは比べもの

にならない地殻変動抽出力を持っている． 

この関数モデルはこうした局所的な現象の抽出に

も使えるが，狭い範囲内では大地震の余効変動とい

う広域の現象は均一的に現れるため，単純な差分で

も十分なことが多い．図-13a でも，関東付近だけを

見るならば，単純差が使える．これに対して，本関

数モデルが真価を発揮するのは広域にわたる微小な

現象の抽出である．こうした広域で微小な変動を検

出する例として積雪による荷重変形（Heki, 2001）を

図-14 に示す．この図は，例年 3 月上旬頃が最深積雪

になることから地震後 2020 年までの各年（2015 年

を除く）3 月 11 日前後の観測値と関数モデルの残差

を求め，それらの 8 年分の平均値を描いたものであ

る．積雪が 100cm を超える地域と積雪荷重で地殻が

へこむことで上下変位が-0.05cm となる地域がよく

一致する（図-14a）ほか，積雪荷重で地殻がたわむこ

とで周囲の水平変位が積雪地域に向く変位（図-14b）

が明瞭に現れている．変位量にして 1~2mm という

非常に小さな変化を求めてこうした図を作成するに

図-13 地殻変動検出のためのの単純差と関数モデル使用の比較 

a 2018 年 5 月 20〜29 日と 6 月 26〜7 月 5 日の 10 日間の平均の単純差 

b 上記から本研究の関数モデルを差し引いて補正したもの 
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は，各点で変化を厳密にモデル化するなど複雑な操

作が必要になるが，一般的に作成しておいた関数モ

デルを差し引くだけでこうした図が簡単に描くこと

ができる．このように，広域かつ緩やかな変動検出

には応用範囲も広い強力なツールである． 

 

5. まとめ 

2011 年東北地方太平洋沖地震の余効変動を時空

間で近似・予測する，2 つの対数関数と 1 つの指数

関数の和を用いるモデルを検証・改良することで次

の結論を得た． 

1) Tobita（2016）の関数モデルは，1000km を超える

広域において，1m を超える 2011 年東北地方太平

洋沖地震の余効変動を 10 年後においても数 cm

程度の精度で予測できている．  

2) 関数モデルの時間関数の緩和時定数は全観測点・

成分に共通に同一のものを用いており，この時定

数を変えると，各時間関数の係数に当たる空間関

数の配分は全観測点で一定の割合で変化し，関数

モデル全体としての変化を吸収する．したがって，

緩和時定数は観測点ごとに異なるにもかかわら

ず，同一の緩和時定数を用いても関数モデル全体

としては観測点ごとの時間変化によく適合し得

る． 

3) 観測値からの関数モデルを差し引いた残差は余

効変動ではない別の事象の発生の検出に極めて

有効であり，様々な分野での活用が期待できる．

特に，広域かつ緩やかな変動検出での威力は大き

い． 

4) 観測値と関数モデルの残差からは 2015 年に広域

での値の乖離が大きなイベント発生もなく始ま

ったことが分かった．この乖離は新たな定常速度

成分が発生する形となっており，そのまま継続し，

大きい場所では年間 1cm程度ずつ蓄積している．

この現象は，広域かつ均一に観測されており，プ

レート境界面上のすべりとしてシミュレーショ

ンでモデルを作成してみると，福島県沖以北の地

震後の余効すべり域に加えて，新たにその北側の

浦河沖ですべりが発生し，継続している．  

5) 2015 年からの新たなすべりを直線近似して組み

入れることで関数モデルを改良し，関数モデルと

しての総合的な予測性能を格段に高めることが

できた． 

6) 関数モデルの各項の観測点ごとの空間分布は，別

途物理モデルによって求められた余効すべりと

粘弾性緩和とそれぞれ類似した空間分布を持っ

図-14 関数モデルによる積雪荷重変形の検出 

a 上下成分．赤色破線：上下変位–0.5mm．青線：平均年最深積雪 100cm（国土交通省，2012）. 

b 水平成分．青色塗りつぶし：平均年最深積雪 100cm 以上. 

両図とも，2012 年～2020 年（2015 年を除く）の各年 3 月 11 日前後 10 日間平均値を平均したもの． 
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ている．つまり，各関数が時空間依存性を持った

地下の物理メカニズムに関連していることが判

明し，地震発生場の物理現象解明にも役立つ． 

7) 関数及び物理モデルの比較から，陸地に近い震源

域付近で発生した粘弾性緩和は比較的短期の緩

和時定数を持っているほか，粘弾性緩和によって

生じたと考えられる変動は数日から 1000 日以上

まで，非常に幅広い時定数を持っていることが分

かった． 

8) 2011 年の地震前からのプレート境界面上のすべ

り域の変遷を見てみると，2011 年以前の固着域

の浅い側で本震が発生，そして本震の深い側に隣

接して余効すべりが発生した．その後，余効すべ

り域の北西側及び浦河沖で 2015 年前半に一時的

にすべりがみられた後，それらのプレート境界面

の深い側全体に広がる形で 2015 年以降の新たな

すべりの発生（固着の緩み）と続いている． 

 

（公開日：令和 5 年 3 月 28 日） 
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付録１．式(3)及び(4)の係数ファイル 
 

2011 年東北地方太平洋沖地震後の余効変動の時空間関数モデルを簡易的に利用するために，本稿の式(3)及

び(4)の係数ファイル（Tohoku_postseismic_model_parameter_Fujiwara_etal_2023.csv）を提供する．本係数ファ
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イルは，余震による影響の除去や固定局の処理方法等が本研究と異なると元のデータに合わなくなるほか，

2022 年以降のデータについては未検証という制限事項がある．したがって，高度な利用に当たっては，表-1

に示された緩和時定数を用いて，最小二乗法で各観測点の時系列を近似することが望ましい． 
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